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都道府県労働局長殿  

厚生労働省労働基準局長   

■（公 印 省 略）   

労働保険の未手続事業一掃対策における取組について   

標記について」下記のとおり取り組むこととしたので、各都道府県労働局にお  

かれては、これを踏まえ、管内事情に即して計画的な業務の実施に努められたい。  

記  

1 趣旨・目的  

労働保険の未手続事業の適用促進については、労働保険制度の健全な運営、   

費用負担の公平及び労働者の福祉の向上専の観点から重点的に取り組む必要が  

あり、また「規制改革・民間開放推進3か年計画」（平成16年3月19日閣  

議決定）においても職権の積極的行使等による未手続事業の一掃が盛り込まれ   

るなど、早急な取組が求められているところである。   

未手続事業の解消に当たっては、都道府県野働局（以下「局」という。） 

労働基準監督署（以下「署」という。）及び公共職業安定所（以下「所」とい   

う。）が緊密な連携の下に効果的かつ効率的に取り組む必要がある。また、労  

働保険事務組合（以下「事務組合」という。）が未手続事業の適用促進に果た  

す役割は大きく 

社団法人全国労働保険事務組合連合会（以下「全国労保連」という。）との連  

携を一層強めることとする。   

労働保険の保険関係成立の手続（以下「成立手続」という。）は、事業主が   



自主的に行うこと・が原則であり、局、署、所及び事務組合において、事業主が  

自主的に成立手続を行うべく指導を行うものであるが、再三の加入勧奨活動及  

び手続指導によっても、自主的に成立手続を取らない事業主にづいては、職権  

により成立手続を行い、労働保険料を認定決定する。  

2 具体的な実施方法  

（1）未手続事業の把握  

労働保険の適用促進を図るためには、未手続事業を的確に・把握することが   

重要であるので、局適用主務課室は関係機関等から情報収集を行う等、．未手   

続事業の積極的な把握に努め・る。また、適用主務課室は局内の他部課・署・   

所とわ連携を密にして、未手続事業の情報が的確に把握できるよう努める。  

（2）全国労保連都道府県支部との連携  

労働保険の適用促進を効率的に実施するためには、全国労保連都道府県支  

部（以下「支部」・という。）と‘の連携が不可欠であることから、以下の方法   

により緊密な連携を図る。   

ア 未手続事業の情報提供  

局適用主務課室は、．把握した未手続事業の情報を支部に対して、定期的  

に提供する。   

イ 支部での乗手続事業名簿の作成  

支部は、自ら把握した乗手続事業の情報と局適用主務課塞が提供した来  

手続事業の情報を統括し、未手続事業名簿（以下「名簿」という。）を作  

成する。支部が作成した名簿は、局適用主務課室及び支部の双方において  

所有し、適正に管理するよう留意する。  

り 協議会の開催  

局は支部との間で定期的に協議会を開催する。  

協議会においては、支部が作成した名簿に登載された乗手続事業を、局  

が手続指導を行う事業と支部が加入勧奨を行う事業に分担する。また、局  

は支部と意見交換を行い、支部が行う加入勧奨活動の進捗状況を的確に把  

握するように努める。   



（3）支部による加入勧奨活動  

支部は、協議会において支部の担当となった未手続事業に対して加入勧奨   

活動を行うが、加入勧奨活動を行うに当たっては、労働保険適用促進業務委   

託要綱Iこ基づき、加入勧奨計画を策定の上、支部に配置予定の労働保険加入   

勧奨推進員（仮称）を指揮して行う。  

また、支部による加入勧奨活動においても成立手続を取らなかった末寺続   

事業の情報は、局適用主務課室に報告される・。  

（4）局による手続指導  

● ・ア 協議会において局の担当となった事常に対する手続指導  

上記（2）のりの役割分担により、局が手続指導を行うこととなった未手   

続事琴に対して、手続勧奨文書を送付し、局又は署・所に出頭要請を行い、  

自主的に成立手続を行うよう直接指導する。また、出頭要請に応じない事   

業主i羊対しては、個別に訪問し、自主的に成立手続を行うよう指導する。  

また、手続指導を行うに当たっては、労働保険制度の知識が十分ではな  

い事業主も存在するこどから、制度の概要を十分に説明することによりそ   

の必要性を理解させ、自主的に成立手続を行う 

イ 支部から報告を受けた事業に対する手続指導  

上記（3）により支部から報告を受けた未手続事業につい七も、上記アの   

手順と同様に手続勧奨文書の送付に 

自主的に成立手続を行うよう指導する。  

また、手続指導を行うに当たっては、支由による加入勧奨活動時の状況  

を十分に把握した上で行うよう留意する。  

（5）職権による成立手続の事前準備   

ア 職権成立対象事業の選定  

局適用主務課室は、上記（4）における手続指導を経ても自主的に成立手  

続を行わない事業の中から、事業の規模、業種等を勘案し、職権成立の対  

象となる事業を選定する。   

イ 職権による成立手続に必要な事前調査  

局適用主務課室は、上記アiこおいて選定した未手続事業に対して立入り  

による事前調査を実施し、職権による成立手続及び保険料の認定決定に当   



たり必要な情報を収集する。  

具体的には、事業主から、自主的に成立手続を行う意思の有無・行わな  

い理由、事業の実態等について聴取し、支払貸金総額、労働者数、適用業   

種等を的確に把握するとともに、必要に応じて帳簿等の提出を革める。  

立入拒否など事業主が調査に協力しな小場合は、関係機関等の協力を得  

て、成立手続及び認定決定に必要な情報を収集する。   

ウ 手続指導  

成立手続は、あくまでも事業主が自主的に行うのが原則であることから、   

事前繭査を行った後においても自主的な成立手続を促すこととし、応じな  

い場合は職権により強制成立となる旨併せて通告する。  

（6）職権による成立手続及び認定決定  

上記（5－）の．ウの手続指導を経ても自主的な成立手続を行わない事業につい   

ては、収集した情報に基づき職権により成立手続を行うとともに、労働保険   

料の認定決定を行い、納入告知書を発行する。  

3 関係機関に対する周知及び協力依頼   

本対策の実施に当たり、局及び支部の適用仮進を円滑に実施させる観点から、   

本省において関係団体に対して周知及び協力依頼を実施している。  

各局においても、都道府県単位の使用者団体、業界団体等に対して、周知及  

び協力依頼を行い、効果的に未手続事業を一掃する。  

また、本省において記者発表を行っており、局においてもマスコミの活用等、   

積極的に広報を行う。  

4 施行日 

この通達は、平成17年4月1日から実施する。   


